
（2）土木部所管事業（新規事業）

整　理 事　業　名 完　　成 全体事業費 今後の事業の 評　　価 対　応
事　　　業　　　の　　　概　　　要 　 総　　　　　　合 　 　 　

番　号 〔地区名等〕 目　　標 （百万円）  社会経済情勢 費 用 対 効 果 コスト縮減等の 国・県・市町村 進め方及び特 対　　象 方　針 審議結果 委員会の意見
　 評　　　　　　価 ・ 民 間 と の

年　　度 ［用地費］ の　　状　　況 分　　析　　等 可　　能　　性 役 割 分 担 記すべき内容 理　　由 （案）

112 ［事業目的］

［全体計画］

福島県公共事業評価委員会

　本件は、只
見川沿川にお
ける治水対策
を進め、沿川
住民の安全・
安心を確保す
るために、河
川を整備する
事業である。
　過去に度重
なる豪雨によ
り甚大な被害
を受けた沿線
地域におい
て、抜本的な
治水対策が必
要であること
から、「事業着
手」が妥当で
あると考える。

〔対応方針〕

　事業着手

〔付帯意見〕

　沿川各町の地
域振興策と連携
を図りながら事
業を推進するこ
と。
　また、関係機
関等と連携し
て、早期に事業
の効果が得られ
るように努める
こと。

事業着手　平成２３年７月新潟・福島豪
雨により、只見川沿川におい
て甚大な被害を受けたことか
ら、浸水被害の軽減を図り、
沿川住民の安全・安心を確保
するため、河川整備事業に着
手する必要がある。

　現況の河川の
断面積が狭小
で再度災害発
生のおそれがあ
ることから、台
風や豪雨による
浸水被害の軽
減を図るため、
河川整備の必
要性は高い。

B/C=1.06

事業費を
新たに予
算化

　下記項目につ
いて、今後、調
査・設計段階で
検討する。
(1)経済性を考
慮した工事計画
(2)発生土の有
効活用
(3)新技術の活
用

　只見川の河川
整備事業につ
いては、河川法
第９条第２項の
規定による県が
管理する指定区
間内における事
業であることか
ら、県が事業主
体となり事業を
進める。

2-2　早期工事着手
に向け、詳細設
計を進め、事業
用地の確保に努
める。

県　　　が　　　行　　　っ　　　た　　　評　　　価　　　の　　　結　　　果

交付金事業
（河川）

　只見川沿川においては、平成２
３年７月新潟・福島豪雨により甚
大な被害を受けており、被災した
河川の復旧については、災害復
旧事業や災害対策等緊急事業
推進費などによって平成２６年度
末までに完了しているが、根本
的な解決には至っていない。こ
のため、只見川の河川整備事業
に着手し、抜本的な治水対策を
進め、浸水被害の軽減を図り、
沿川住民の安全・安心を確保す
る。

【只見川】

採択か
ら概ね
３０年

43,890

[6,108]

（会津坂下町、
　柳津町、
　三島町、
　金山町、
　只見町）

延長:L=14.3km
事業箇所:N=24地区
事業概要:堤防嵩上げ、掘削、築
              堤、宅地嵩上げなど



（２）土木部所管事業（継続事業）

整　理 事　業　名 これまでの 今後の事業の 評　　価 対　応
事　　　業　　　の　　　概　　　要 全体事業費 投資事業費 採　択 完成目 経　過 事業費用地費その他 総　　　　　　合 事業の 社会経 地元住 費用対 計画変 　 　 　

番　号 〔地区名等〕 計  進　捗 済情勢 民や関 効果に 更の必 進め方及び特 対　　象 方　針 審議結果 委員会の意見
（百万円） （百万円） 年　度 標年度 年　数 ベース ベース 評　　　　　　価 状　況 等の変 係機関 関する 要性等

化 等の意 要因変 記すべき内容 理　　由 （案）
向 化

113
［事業目的］

［全体計画］
補助:14,156 補助:13,670 補助:H 補助:2 補助:96
ふ頭:16,856 ふ頭:  8,176 ふ頭:H ふ頭:20ふ頭:48

船舶の大型化及び取扱貨物量
の増加に対応するため、東港
の国際物流ターミナルの基盤と
なる土地造成を行う。

計画変更
の事業ふ頭埋立造成

事業

－ A A A AH6 70.4

〔小名浜港（東
港）〕                             [2,511m]

                           <1,500m>
広域資源活用護岸　L=1,500m
ふ頭埋立造成　　　　A=49.3ha

いわき市

[33,367]
<26,620>

31,012
21,846 21

[H20]
<H32>
H32

B

補助事業（港
湾）

県内産業の国
際競争力強化
に寄与するた
めには、取扱
貨物量の増加
や船舶の大型
化に対応した
東港の整備が
必要不可欠で
あることから、
引き続き整備
を進める必要
がある。

計画的に事
業を推進す
る。

福島県公共事業評価委員会

　本件は、国際
物流ターミナル
の基盤を整備す
ることで県内産
業の国際競争力
を強化するため
の事業である。
　本県産業の復
興にも寄与する
事業であり、国と
の調整を図りな
がら事業を推進
する必要がある
ことから「見直し
継続」が妥当で
あると考える。

〔対応方針〕

　見直し継続

〔付帯意見〕

　引き続きコスト
縮減に努めるこ
と。

見直し
継続

1-5

事　　業　　期　　間 進  捗  状  況（％） 県　が　行　っ　た　評　価　の　結　果
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